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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、企業理念「信頼を未来へ」のもと、持続的成長と中長期的な企業価値の向上に向け、経営の健全性・透明性を確保しつつ効率性を高める
ことを主眼として、最適なコーポレート・ガバナンスの構築に努めております。また、当社の事業内容等を株主をはじめとするステークホルダーの皆
様に的確に理解していただけるよう、積極的かつ適切な情報開示を行っております。

また、当社グループは、末永く社会から信頼され、健全な企業活動を継続していくため、社会に対する誓約としてグループ会社共通の「コンプライ
アンス憲章」を制定し、コンプライアンスに徹した企業活動を推進しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

当社は、2021年6月11日改訂のコーポレートガバナンス・コードの各原則について、全て実施しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４　政策保有株式】

・政策保有株式に関する方針

当社は、取引関係の維持・強化等により、当社グループの中長期的な企業価値の向上に資すると判断される他社株式を純投資目的以外の株式
（政策保有株式）として保有しております。

個別の政策保有株式については、不動産取引、共同事業、建設・設備取引、財務取引等の取引実績と見通し及び配当実績等、当社グループの
企業価値の向上に資するか否かという観点から保有意義の適否を検証しております。その内容、処分実績等について取締役会に報告し、検証の
結果、保有を継続する意義が認められなくなった株式については、株式市場への影響等も勘案しながら、縮減を図っていきます。

・議決権行使の基準

議決権行使については、発行会社の経営方針・戦略等を十分尊重した上で、その議案が当社の保有方針に適合するか、発行会社の中長期的な
企業価値の向上に資するかという観点等を踏まえ、必要に応じて発行会社と対話を行い、総合的に賛否を判断し議決権を行使します。

【原則１－７　関連当事者間の取引】

当社は、取締役による競業取引および利益相反取引ならびに主要株主との取引については、法令および「取締役会規則」に基づき、事前に取締
役会の承認を得ることとしております。あわせて、かかる取引が発生した場合は、その取引についての重要な事実を取締役会に報告することで適
切な監視を行っております。

また、企業会計基準等に基づき、「関連当事者との取引」のうち重要な取引について、有価証券報告書に開示しております。

【補充原則２－４①　社内の多様性確保】

・多様性の確保についての考え方と自主的かつ測定可能な目標

当社は、多様な人材の活躍を推進し組織力の強化につなげることで、高度化・多様化するお客様ニーズを捉えた商品・サービスの提供や生産性
の向上、イノベーション創出を促進し、企業としての成長を実現したいと考えており、かかる考えのもと、人材の採用や管理職への登用等を実施し
ております。

また、女性が自己の価値観や能力、個性を最大限に発揮し意欲的に働けるよう、ライフイベントに対応したキャリア継続のための各種制度を設け
ており、女性管理職比率については、2030年までに10%以上とすることを目標としております。詳細は、以下をご参照ください。

　（サステナビリティレポート2023：人材における多様性の確保についての取組）

　https://tatemono.com/sustainability/pdf/2023susrepo_j.pdf#page=70

　（サステナビリティレポート2023：人材における多様性の確保についての目標・実績）

　https://tatemono.com/sustainability/pdf/2023susrepo_j.pdf#page=88

・多様性の確保に向けた人材育成方針・社内環境整備方針とその実施状況

当社グループは、「ダイバーシティ＆インクルージョン」をマテリアリティとして位置づけ、多様な人材が障壁を感じることなく、働きやすさと働きがい
を感じながら職務に専念し、活躍できる環境づくりを進めており、フレックスタイム制度やテレワークをはじめとして、柔軟な働き方を実現するため
の様々な施策を実施しております。詳細は、以下をご参照ください。

　（サステナビリティレポート2023：人材投資・育成）

　https://tatemono.com/sustainability/pdf/2023susrepo_j.pdf#page=62

　（サステナビリティレポート2023：ダイバーシティ＆インクルージョン）

　https://tatemono.com/sustainability/pdf/2023susrepo_j.pdf#page=70

【原則２－６　企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

当社は、年金給付金及び一時金等の支払いを将来にわたり確実に行うため、安全かつ効率的に目標収益率を達成できるよう政策的資産構成割
合を定めております。

また、資産運用委員会を設置し、資産運用の基本方針及び政策的資産構成割合の策定、見直しに関する検討を実施する等、外部の専門家の意
見を取り入れ、適切な運営を図るための取組みを行っております。



【原則３－１　情報開示の充実】

・会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

当社は企業理念、長期ビジョン及び中期経営計画を策定のうえ、開示しております。詳細は以下をご参照ください。

　（当社HP：企業理念)

　https://tatemono.com/company/philosophy.html

　（当社HP：長期ビジョン・中期経営計画）

　https://tatemono.com/company/business_plan.html

なお、当社の中長期的な価値創造の戦略・取り組みについては、統合報告書を策定のうえ、開示しております。詳細は以下をご参照ください。

　（統合報告書2023：価値創造ストーリー）

　https://tatemono.com/ir/library/pdf/integrated_2023_all.pdf

・本コードのそれぞれの原則を踏まえた、コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

本報告書「Ⅰ．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報」内の「１．基本的な考え方」及び以
下をご参照ください。

　（サステナビリティレポート2023：コーポレート・ガバナンスに関する方針・考え方）

　https://tatemono.com/sustainability/pdf/2023susrepo_j.pdf#page=74

・取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続き

当社は、企業理念「信頼を未来へ」のもと、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を目指しており、経営陣幹部及び取締役の報酬について
は、短期のみならず中長期な企業価値向上への貢献意識も高めることを目的として、報酬の一定割合を業績・株価と連動させる報酬体系としてお
ります。

詳細は、本報告書「Ⅱ．経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況」内の「１．機関構
成・組織運営等に係る事項【インセンティブ関係】【取締役報酬関係】」をご参照ください。

・取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続

当社は、人格・能力・見識・経験等を総合的に判断したうえで、当社グループの中長期的な企業価値向上に資する資質を有する人物を経営陣幹
部に選任し、また取締役・監査役の候補者として指名しております。

なお、代表取締役の選解任や取締役・監査役候補の指名にあたっては、独立社外取締役を主要な構成員とする指名・報酬諮問委員会での審議
を経たうえで、取締役会で決議します。

・取締役会が上記を踏まえて経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行う際の、個々の選解任・指名についての説明

取締役及び監査役の候補者については、個々の略歴及び選任理由を株主総会招集通知に記載しております。

また、取締役及び監査役に対する解任議案を株主総会に上程する場合も、その理由を株主総会招集通知に記載することとしております。

（2024年２月27日第206期定時株主総会招集ご通知）

　https://tatemono.com/ir/stock/pdf/206_sokaisyosyutsuchi_01.pdf

【補充原則３－１③　サステナビリティについての取組み】

・サステナビリティについての取組み

当社グループは、2030年頃を見据えた長期ビジョン「次世代デベロッパーへ」において、事業を通じて「社会課題の解決」と「企業としての成長」をよ
り高い次元で両立することを目指すこととし、あわせて「SDGs達成への貢献」を掲げております。その実現に向けて取り組むべき課題として、14の
マテリアリティを特定し、グループ中期経営計画に基づく重点戦略の推進と「ESG経営の高度化」等を通じて、マテリアリティの解決につながる様々
なサステナビリティの取り組みを推進しております。

また、サステナビリティの取り組みをグループ全体で横断的かつ継続的に推進するため、「サステナビリティ委員会」を設置のうえ、グループ各社を
含むPDCAサイクルを構築、運用することで、サステナビリティの着実な推進と高度化に取り組んでおります。詳細は以下をご参照ください。

　（当社HP：サステナビリティについての取組み）

　https://tatemono.com/sustainability/

・人的資本への投資等

当社グループでは、人材こそが企業の価値創造と持続的な成長を実現する源泉であり、経営の重要な基盤であると捉えています。長期ビジョン実
現とさらにその先を見据え、次世代を担う人材を確保・育成するため、マテリアリティとして「従業員の成長と働きがいの向上」「ダイバーシティ＆イ
ンクルージョン」を掲げ、経営の最重要課題の一つとして人的資本の強化に取り組んでおります。

事業環境の急速な変化に適応し競争力を確保していくため、新卒採用とあわせてキャリア採用を積極的に行っており、その中で、専門性の高い人
材やデジタル化・グローバル化を推進できる人材の獲得にも注力しております。

人材の育成については、階層別研修、自己啓発支援制度、資格取得支援制度、語学習得支援、海外派遣研修等、様々な制度・プログラムで構成
される研修体系を整備・実施するとともに、一人ひとりが総合デベロッパーの一員として必要とされる知見を積み、能力を最大限に発揮することが
できるよう、人事ローテーションと人材配置の最適化に努めております。

また、当社グループは、事業にかかわるあらゆるステークホルダーの人権を尊重することの重要性を強く認識し、人権尊重の取り組みを強化すべ
く、「ビジネスと人権に関する指導原則」に基づき「東京建物グループ人権方針」を制定しており、同方針に基づき、人権デュー・デリジェンスを実施
し、事業上の人権課題の把握・軽減・是正、救済に取り組んでおります。詳細は以下をご参照ください。

　（サステナビリティレポート2023：人材投資・育成）

　https://tatemono.com/sustainability/pdf/2023susrepo_j.pdf#page=62

・TCFD提言に基づく情報開示

当社は、気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）提言に賛同しており、シナリオ分析を行い、気候変動リスク及び機会の特定、重要度の評
価、並びに当社グループの事業利益に与える影響を検証し、公表しております。詳細は以下をご参照ください。

　（サステナビリティレポート2023：TCFD提言に基づく情報開示）

　https://tatemono.com/sustainability/pdf/2023susrepo_j.pdf#page=27

【補充原則４－１（１）　経営陣への委任の範囲】

当社は、経営機能と業務執行機能の強化、取締役会の活性化及び意思決定の迅速化を図るため、執行役員制度を導入しており、法令及び定款
等において取締役会で決議すべきと定められた事項並びに業務執行に関する重要な事項を除いて、業務執行の決定権を社長執行役員をはじめ
とする執行役員に委任しております。

なお、当該委任の範囲については、取引の態様及び取引金額等を基準とした社内規程にて定めております。

【原則４－９　独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

当社は、東京証券取引所が定める独立性基準に加え、以下の基準のいずれにも該当しない場合には、当該社外取締役に独立性があると判断し
ます。

・直近事業年度における当社の連結売上高の2%以上を占める取引先またはその業務執行者

・当社の総議決権数の10%を超える議決権を有する株主またはその業務執行者



・当社の会計監査人である監査法人の代表社員、社員または従業員

・直近事業年度における当社からの報酬額（ただし役員報酬を除く）が1,000 万円を超えるコンサルタント、会計専門家または法律専門家

【補充原則４－１０（１）　指名・報酬委員会の構成に関する考え方等】

当社は、取締役会の諮問機関として、取締役候補者の指名、代表取締役の選定及び解職並びに取締役の報酬等を審議する指名・報酬諮問委員
会を設置しております。

委員は取締役の中から選任していますが、社外取締役の知見・助言を活かすとともに、手続きの客観性・透明性を確保するため、委員の総数は７
名以内とし、その過半を社外取締役が担うこととしております。詳細は以下をご参照ください。

　(サステナビリティレポート2023：指名・報酬諮問委員会)

　https://tatemono.com/sustainability/pdf/2023susrepo_j.pdf#page=75

【補充原則４－１１（１）　取締役会の構成（多様性・バランス・規模）に関する考え方】

当社は、取締役会において有用で多角的な議論が行われるよう、取締役会全体としての知識、経験、能力及びジェンダー等を意識しながら多様
性とバランスの確保に努めるとともに、取締役会が効果的かつ効率的に機能するよう、適切な規模を維持しております。

取締役の選任については、人格・能力・見識・経験等を総合的に判断したうえで、当社グループの中長期的な企業価値向上に資する資質を有する
人物を取締役の候補者として指名しております。

なお、指名にあたっては、社外取締役の適切な関与を企図し、構成員の過半を社外取締役が担う指名・報酬諮問委員会での審議を経たうえで、
取締役会にて決議しています。

また、各取締役の専門性及び経験を一覧化したスキル・マトリックスを本報告書「Ⅴ．その他」内の「２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関
する事項」に記載の通り定めております。

【補充原則４－１１（２）　取締役等の兼任状況】

当社の取締役及び監査役の重要な兼職状況については、株主総会招集通知において開示しております。詳細は以下をご参照ください。

（2024年２月27日第206期定時株主総会招集ご通知）

　https://tatemono.com/ir/stock/pdf/206_sokaisyosyutsuchi_01.pdf

【補充原則４－１１（３）　取締役会の実効性に関する分析と評価】

当社は、取締役会の構成、議案及び運営等に関するアンケート調査を第三者機関による支援のもと、全ての取締役及び監査役に対して毎年実施
することとしております。取締役会においては、当該アンケートの集計結果を分析・評価等しており、取締役会としての実効性は適切に確保されて
いることを確認しております。

【補充原則４－１４（２）　取締役及び監査役のトレーニング方針】

当社は、取締役及び監査役に対して、その役割・責務に関する理解促進を図るため、法令や企業経営に関する研修等を適宜実施しております。　

また、社外取締役に対しては、当社グループの事業概要、中期経営計画の内容及びその進捗状況並びに事業上の中長期的な課題等について、
就任時に説明を行っております。

【原則５－１　株主との建設的な対話に関する方針】

当社は、中期経営計画の進捗をはじめとする経営状況や財務情報等を積極的かつ適切に開示することが、企業としての説明責任を果たすことに
つながると考えており、株主・投資家との対話に積極的に取り組んでおります。

当社では、株主・投資家との対話及び情報開示の所管部署をコーポレートコミュニケーション部、担当役員をコーポレートコミュニケーション部の担
当役員とし、必要に応じ他の役員・部署等とも連携のうえ、株主総会、決算説明会、個別面談等の機会を通じて、株主・投資家との建設的な対話
及び情報開示に努めております。

また、本報告書「Ⅴ．その他」内の「２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項」に記載の通り、適時開示にかかる体制を整備してお
ります。

【資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応】【英文開示有り】

当社は企業価値向上のため、ROEを維持・向上させるとともに、利益の安定性向上と成長期待醸成により、株式市場からの評価を高めてまいりま
す。

企業価値向上に向けた取り組みの詳細については、以下をご参照ください。

　（和文：2023年12月期第２四半期決算説明資料）

　https://pdf.irpocket.com/C8804/NvAy/NEYQ/aMnD.pdf

　（英文：2023年12月期第２四半期決算説明資料）

　https://pdf.irpocket.com/C8804/MH4b/MZCP/Dqke.pdf

【株主との対話の状況等】【英文開示有り】

株主との対話の状況等については以下をご参照ください。

　（和文：2023年12月期決算説明資料）

　https://pdf.irpocket.com/C8804/nGVW/KsCS/qEk1.pdf

　（英文：2023年12月期決算説明資料）

　https://pdf.irpocket.com/C8804/nGVW/KsCS/hZtF.pdf

２．資本構成

外国人株式保有比率 30%以上

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社　（信託口） 37,969,400 18.16

株式会社日本カストディ銀行　（信託口） 21,740,292 10.40

ＪＰ　ＭＯＲＧＡＮ　ＣＨＡＳＥ　ＢＡＮＫ　３８５６３２ 5,367,189 2.57



STICHTING　PENSIOENFONDS　ZORG　EN　WELZIJN 5,064,733 2.42

損害保険ジャパン株式会社 4,744,000 2.27

明治安田生命保険相互会社 4,729,000 2.26

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 4,335,008 2.07

モルガン・スタンレーＭＵＦＧ証券株式会社 4,040,733 1.93

JP モルガン証券株式会社 3,888,489 1.86

日本証券金融株式会社 3,881,300 1.86

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

＜２．資本構成【大株主の状況】についての補足説明＞

・株式所有割合は、自己株式を控除して計算しております。

・【大株主の状況】は2023年12月31日現在の状況です。

・2023年10月30日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、三菱UFJ信託銀行株式会社及びその共同保有者であ
る三菱UFJアセットマネジメント株式会社が2023年10月23日現在で当社株式を所有している旨が記載されているものの、当社として2023年12月31
日現在における実質所有の状況が確認できないため、上記大株主の状況には含めておりません。

・2023年11月８日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、野村證券株式会社及びその共同保有者であるノムラ　
インターナショナル　ピーエルシー、野村アセットマネジメント株式会社が2023年10月31日現在で当社株式を所有している旨が記載されているもの
の、当社として2023年12月31日現在における実質所有の状況が確認できないため、上記大株主の状況には含めておりません。

・2023年11月８日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、アセットマネジメントOne株式会社及びその共同保有者
である株式会社みずほ銀行、みずほ証券株式会社、みずほ信託銀行株式会社が2023年10月31日現在で当社株式を所有している旨が記載され
ているものの、当社として2023年12月31日現在における実質所有の状況が確認できないため、上記大株主の状況には含めておりません。

・2023年12月６日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社及びそ
の共同保有者である日興アセットマネジメント株式会社が2023年11月30日現在で当社株式を所有している旨が記載されているものの、当社として
2023年12月31日現在における実質所有の状況が確認できないため、上記大株主の状況には含めておりません。

・2023年12月20日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、ブラックロック・ジャパン株式会社及びその共同保有
者であるブラックロック・アドバイザーズ・エルエルシー、ブラックロック・フィナンシャル・マネジメント・インク、ブラックロック（ネザーランド）BV、ブラッ
クロック・ファンド・マネジャーズ・リミテッド、ブラックロック（ルクセンブルグ）エス・エー、ブラックロック・アセット・マネジメント・カナダ・リミテッド、ブ
ラックロック・アセット・マネジメント・アイルランド・リミテッド、ブラックロック・ファンド・アドバイザーズ、ブラックロック・インスティテューショナル・トラス
ト・カンパニー、エヌ．エイ．が2023年12月15日現在で当社株式を所有している旨が記載されているものの、当社として2023年12月31日現在におけ
る実質所有の状況が確認できないため、上記大株主の状況には含めておりません。

・2024年１月11日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、SMBC日興証券株式会社及びその共同保有者である
三井住友DSアセットマネジメント株式会社が2023年12月29日現在で当社株式を所有している旨が記載されているものの、当社として2023年12月3
1日現在における実質所有の状況が確認できないため、上記大株主の状況には含めておりません。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 プライム

決算期 12 月

業種 不動産業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――



５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 12 名

定款上の取締役の任期 2 年

取締役会の議長 会長（社長を兼任している場合を除く）

取締役の人数 12 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 4 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

4 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

服部　秀一 他の会社の出身者

恩地　祥光 他の会社の出身者

中野　武夫 他の会社の出身者 △ ○

木下　由美子 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

服部　秀一 ○ ―――

弁護士としての専門的な知識・経験等を活か
し、独立した立場での取締役の職務執行に対
する監督などガバナンス体制の強化に資する
と判断し、選任しております。

また、同氏については、東京証券取引所及び
当社が定める独立性基準に適合しており、一
般株主との利益相反が生じるおそれのない独
立役員として適任であると判断しております。



恩地　祥光 ○ ―――

経営者としての豊富な経験と幅広い見識を活
かし、独立した立場での取締役の職務執行に
対する監督などガバナンス体制の強化に資す
ると判断し、選任しております。

また、同氏については、東京証券取引所及び
当社が定める独立性基準に適合しており、一
般株主との利益相反が生じるおそれのない独
立役員として適任であると判断しております。

中野　武夫 ○

同氏は株式会社みずほ銀行及びみずほ
信託銀行株式会社の出身であり、当社と
両行との間では資金借入等の取引があり
ますが、取引の規模等に照らして、株主・
投資家の判断に影響を及ぼすおそれはな
いと判断しております。

また、同氏は一般財団法人松翁会の理事
長を兼職しており、当社と同財団との間で
は、健康診断業務委託等の取引及び当社
から同財団に対しての寄付がありますが、
取引及び寄付の規模等に照らして、株主・
投資家の判断に影響を及ぼすおそれはな
いと判断しており、特別な利害関係はあり
ません。

経営者としての豊富な経験と幅広い見識を活
かし、独立した立場での取締役の職務執行に
対する監督などガバナンス体制の強化に資す
ると判断し、選任しております。

また、同氏については、東京証券取引所及び
当社が定める独立性基準に適合しており、一
般株主との利益相反が生じるおそれのない独
立役員として適任であると判断しております。

木下　由美子 ○ ―――

海外勤務などで培われた国際性と公益法人で
の多岐にわたる業務経験を活かし、独立した立
場での取締役の職務執行に対する監督などガ
バナンス体制の強化に資すると判断し、選任し
ております。

また、同氏については、東京証券取引所及び
当社が定める独立性基準に適合しており、一
般株主との利益相反が生じるおそれのない独
立役員として適任であると判断しております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬諮問委員
会

7 0 3 4 0 0
社内取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬諮問委員
会

7 0 3 4 0 0
社内取
締役

補足説明

当社は、取締役会の諮問機関として、取締役候補者の指名、代表取締役の選定及び解職並びに取締役の報酬等を審議する指名・報酬諮問委員
会を設置しております。

委員は取締役の中から選任しておりますが、社外取締役の知見・助言を活かすとともに、手続きの客観性・透明性を確保するため、委員の総数は
７名以内とし、その過半を社外取締役が担うこととしております。

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 4 名



監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

＜監査役と会計監査人の連携状況＞

監査役と会計監査人は、定期会合のほか必要に応じ臨時会合を開催するとともに、積極的に意見及び情報の交換を随時行うなど緊密な連携を
保ち、実効性並びに効率性の高い監査の実施に努めております。

＜監査役と内部監査部門の連携状況＞

内部監査を担当する内部監査室は、監査役会の開催に合わせ定期的に監査報告等を行うとともに、監査役と積極的に意見及び情報の交換を随
時行うなど緊密な連携を保ち、実効性並びに効率性の高い監査の実施向上に努めております。

＜その他監査役への報告等に関する事項＞

当社は、取締役会を始めとする各会議体について、監査役の出席を確保しております。また、取締役及び各部門等は、当社並びにグループ各社
に関する事項について監査役に報告しております。詳細は、本報告書「Ⅳ．内部統制システム等に関する事項 - １．内部統制システムに関する基

本的な考え方及びその整備状況 - ７．監査役への報告等に関する体制」をご参照ください。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

稗田　さやか（戸籍上の氏名：木村　さやか） 弁護士

近田　直裕 公認会計士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

稗田　さやか（戸籍上の氏名：木村　さや
か）

○ ―――

弁護士としての専門的な知識・経験等を活か
し、当社の監査体制の強化に資することが期
待され、また、当社の定める独立性基準に適合
しており、一般株主との利益相反が生じる恐れ
のない独立役員として適任であると判断し、選
任しております。

近田　直裕 ○ ―――

公認会計士及び税理士としての専門的な知
識・経験等を活かし、当社の監査体制の強化
に資することが期待され、また、当社の定める
独立性基準に適合しており、一般株主との利
益相反が生じる恐れのない独立役員として適
任であると判断し、選任しております。



【独立役員関係】

独立役員の人数 6 名

その他独立役員に関する事項

独立役員の資格を充たす全ての社外役員を指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入、その他

該当項目に関する補足説明

2013年３月28日開催の第195期定時株主総会において、取締役（社外取締役を除く）に対する「業績連動報酬」の導入を決議しております。

2018年３月28日開催の第200期定時株主総会において、取締役（社外取締役を除く）に対する株式報酬制度「株式給付信託（BBT（＝Board Benefi

t Trust））」の導入を決議しております。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 一部のものだけ個別開示

該当項目に関する補足説明

2023年度における当社の取締役および監査役に対する報酬は以下のとおりです。

・役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

　役員区分　/ 報酬等の総額（百万円）　　/ 報酬等の種類別の総額（百万円） /対象となる役員の員数（名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　/ 固定報酬/業績連動報酬/株式報酬（非金銭報酬）

　

　取締役　　　　　　　　　　/604　　　　　　　　 /322　　　　 /240　　　　　　/42　　　　　　　　　　　　　　/10

　（社外取締役を除く。）

　監査役　　 　　　　　　　/55　　　　　　　　　/55 　　　　　/－　　　　　　　/－　　　　　　　　　　　　　/3

　（社外監査役を除く。）

　社外役員　　　　　　　　/58　　　　　　　　　/58 　　　　　/－　　　　　　　/－　　　　　　　　　　　　　/6

（注１）株式報酬は「非金銭報酬」に該当いたします。

（注２）株式報酬の総額は、当事業年度における株式給付信託（BBT）に基づく役員株式給付引当金繰入額であります。

役員株式給付引当金繰入額につきましては、当社が拠出する金銭を原資として信託を通じて取得された当社株式の帳簿価額が

　　　　算定の基礎となっております。

・報酬等の総額が１億円以上である者の報酬等の総額等

　報酬等の総額が1億円以上である者については、有価証券報告書において個別の報酬を開示しております。

　（第206期 有価証券報告書）

　https://pdf.irpocket.com/C8804/PTSX/nHdg/Hc7I.pdf



報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

＜役員報酬等の内容の決定に関する方針等＞

・当社は、2021 年３月10 日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針（以下「決定方針」という。）を決議してお

ります。また、監査役の報酬については、監査役間の協議により決定しております。

当社は、企業理念「信頼を未来へ」のもと、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を目指しており、取締役（社外取締役を除く）の報酬につい
ては、短期のみならず中長期的な企業価値増大への貢献意識も高めることを目的として、報酬の一定割合を業績・株価と連動させる報酬体系とし
ております。

取締役（社外取締役を除く）の報酬は、「固定報酬」「業績連動報酬」「株式報酬」により構成され、その支給割合は後記の方針に基づき適切に設定
することとしております。また、社外取締役及び監査役の報酬については、その職務内容を勘案し「固定報酬」のみとしております。

取締役の個人別の報酬等の額は、指名・報酬諮問委員会への諮問を経て取締役会にて決定することとしております。なお、取締役の個人別の報
酬等の内容決定に関しては、後記「取締役の個人別の報酬等の内容決定にかかる委任に関する事項」に記載の通り取締役会の決議による委任
を行うこととしております。

・取締役（社外取締役を除く）の報酬等の種類別の支給割合の決定に関する方針

　項目　　　　/　固定報酬　/　業績連動報酬　　　　/　株式報酬

　位置付け　/　基本報酬　/　短期インセンティブ　/　中長期インセンティブ

　変動性　　/　-　　　　　　 /　単年度業績に連動　/　株価に連動

　総報酬に対する割合（目安）/　50～60％　/　30～40％　/　5～10％

　報酬等の支給時期/　毎月　/　毎月　/　原則として退任時

当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容については、決定方針及び後記「(2)取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議
に関する事項」に記載の株主総会決議に基づき報酬案が作成され、指名・報酬諮問委員会への諮問を経て決定されたものであることから、取締
役会は当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものであると判断しております。

＜取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項＞

「固定報酬」

　2008年３月28日開催の第190期定時株主総会において、取締役の報酬額を月額３千５百万円以内とすること、監査役の報酬額を月額８百万円
以内とすることを決議いたしました。

「業績連動報酬」

　2013年３月28日開催の第195期定時株主総会において、各事業年度毎の業績向上への意欲士気を高めるため、取締役（社外取締役を除く）に
対し業績連動報酬を導入し、前事業年度における連結経常利益の１％かつ連結当期純利益（親会社株主に帰属する当期純利益）の２％の範囲
内で支給することを決議いたしました。なお、当該指標は、当社の事業の特性・内容に照らし当社の業績を適切に表すものと考え選定しておりま
す。

「株式報酬」

　2018年３月28日開催の第200期定時株主総会において、中長期的な企業価値増大に貢献する意識を高めることを目的とし、取締役（社外取締
役を除く）に対する株式報酬制度「株式給付信託（BBT）」を導入することを決議いたしました。

　株式報酬制度の概要は以下の通りとなります。

　・本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託を通じて取得され、当社が定める「役員株式給付規程」に従って、当社株式及び
当社株式を時価換算した金額相当の金銭が、本信託を通じて給付される制度となっております。なお、同規程の制定については、指名・報酬諮問
委員会への諮問を経て取締役会にて決議されております。

　・具体的には１事業年度４万株（４万ポイント）を上限として、各事業年度毎に、各取締役に対し役位を勘案して定まる数のポイントが付与され、退
任時に、累積したポイント数に応じた当社株式及び時価換算した金額相当の金銭が給付されます。

＜取締役の個人別の報酬等の内容決定にかかる委任に関する事項＞

当社は、取締役会の決議による委任に基づいて、代表取締役社長執行役員が、決定方針及び前記「取締役及び監査役の報酬等についての株主
総会の決議に関する事項」に記載の株主総会決議に基づき、各事業年度毎に役位及び職責に応じて取締役の個人別の固定報酬及び業績連動
報酬の案を作成のうえ、指名・報酬諮問委員会への諮問を経て、取締役の個人別の報酬額の具体的な内容を決定することとしております。代表
取締役社長執行役員に委任する理由は、当社の業績や取締役の職責等を総合的に勘案して評価を行うのに最も適しているためであります。

なお、当事業年度において当該委任を受け取締役の個人別の報酬額の具体的内容を決定した者は、代表取締役社長執行役員野村均でありま
す。

＜取締役及び監査役の報酬等の総額等（2023年12月期実績）＞

　役員区分 　　　　/ 支給人員（名） /報酬等の種類別総額（百万円）　　　　　　　　　　　　　　　　　/　支給総額（百万円）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　/固定報酬 /　業績連動報酬　/　株式報酬（非金銭報酬）

　取締役　　　　　　/ 14　　 　　　　 　/　364　　　 /　240　　　　　　　　　/　 42　　 　　　　　　　　　　/　646

（うち社外取締役）/ (４)　　 　　　　 /　(42）　　　　 /　（－）　　　　　　　　/　 （－）　　　　　　　　　　/　（42）

　監査役 　　　　　/ ５　　 　　　　　　 /　 71 　　　 /　（－）　　　　　　　　/ 　（－）　　　　　　　　　　　　/　 71

（うち社外監査役）/ (２)　　 　　　　 /　(16） 　　　 /　（－）　　　　　　　　 /　 （－）　　　　　　　　　　　/　（16）

　合計　　　　 　　/ 19　　 　　　　　 / 　 435 　　 / 240 　　　　　　　　　 / 42 　　 　　　 　　　 　　　　 / 718

（うち社外役員） / (６)　　 　　　　　/　(58） 　　　 /　（－） 　　　　　　　 /　 （－）　　　　　　　　　　/　（58）

（注１）上記人員及び報酬等の額には、2023年３月29日開催の第205期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役２名及び監査役１名が含ま
れております。

（注２）当事業年度における業績連動報酬は、前事業年度における連結経常利益の１％かつ連結当期純利益（親会社株主に帰属する当期純利
益）の

　　　　２％の範囲内としております。これら指標の実績は連結経常利益63,531百万円、連結当期純利益43,062百万円でありました。

（注３）株式報酬は「非金銭報酬」に該当いたします。



（注４）株式報酬の額は、当事業年度における株式給付信託（BBT）に基づく役員株式給付引当金繰入額であります。

　　　　役員株式給付引当金繰入額につきましては、当社が拠出する金銭を原資として信託を通じて取得された当社株式の帳簿価額が

　　　　算定の基礎となっております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

社外取締役のサポート体制については、取締役会事務局である経営企画部が適宜必要な説明・情報提供等を行うこととしております。

社外監査役のサポート体制については、監査役会の要請により、監査役スタッフとして、監査職務を円滑に遂行するために必要な人員を配置しま
す。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

畑中　誠 特別顧問
業界活動等社外活動に従事（経営
非関与）

非常勤・無報酬 2012/02/14 定めなし

佐久間　一 特別顧問
業界活動等社外活動に従事（経営
非関与）

非常勤・無報酬 2016/12/31 定めなし

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 2 名

その他の事項

相談役・特別顧問を新たに任命する際は、取締役会にて決議いたします。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

＜コーポレート・ガバナンス体制の概要＞

(1)取締役会

執行役員を兼務しない代表取締役会長種橋牧夫を議長として、社内取締役８名、社外取締役４名（うち女性１名）の計12名で構成されております。

原則として定例取締役会を毎月１回開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、当社の業務執行に関する重要事項を決議するととも
に、取締役の業務執行を監督しております。また、監査役は取締役会に出席し、必要に応じて意見を述べております。なお、2023年度の開催回数
は14回であり、取締役の出席率は99％であります。

(2)指名・報酬諮問委員会

代表取締役社長執行役員野村均を委員長として、取締役会からの諮問に基づき、取締役候補者の指名、代表取締役の選定及び解職並びに取締
役の報酬等を審議する機関として設置しております。

委員は取締役の中から選任しておりますが、社外取締役の知見・助言を活かすとともに、手続きの客観性・透明性を確保するため、委員の総数は
７名以内とし、その過半を社外取締役が担うこととしております。なお、2023年度の開催回数は４回であり、委員の出席率は96%であります。

(3)監査役制度

当社は監査役設置会社であり、常勤監査役吉野隆を議長として、常勤監査役２名、社外監査役２名の計４名で構成される監査役会を設置し、監
査に関する重要な事項について報告を受け、協議及び決議を行っております。なお、2023年度の開催回数は16回であり、監査役の出席率は100%
であります。また、当社と社外監査役との間には、特別な利害関係はありません。

(4)執行役員制度

経営機能と業務執行機能の強化、取締役会の活性化及び意思決定の迅速化を図るため、執行役員制度を導入しております。執行役員は取締役
会の決議により選任されており、2024年3月27日現在22名であります。

(5)グループ経営会議

代表取締役社長執行役員野村均を議長、役付執行役員等を構成員とし、当社及び関係会社等の経営に関する重要な事項について審議する機
関であります。なお、2023年度の開催回数は43回であります。また、常勤監査役は本会議に出席し、必要に応じて意見を述べております。

(6)内部統制委員会

代表取締役社長執行役員野村均を委員長とし、会長、副社長、経営企画部担当役員等を構成員とする、当社グループにおける内部統制システム
の評価、改善及び高度化を図るための機関であり、2023年度の開催回数は２回であります。また、常勤監査役は本委員会に出席し、必要に応じ
て意見を述べることとしております。

(7)リスクマネジメント委員会

代表取締役社長執行役員野村均を委員長とし、会長、副社長、本部長、副本部長、経営企画部担当役員、コーポレート部門各部長等を構成員と
する、当社グループのリスク管理及びコンプライアンスを統括するための機関であり、2023年度の開催回数は３回であります。常勤監査役は本委
員会に出席し、必要に応じて意見を述べております。また、コンプライアンス経営の推進のため、下部組織としてコンプライアンス分科会（分科会
長：法務コンプライアンス部担当役員）を設置し、コンプライアンス施策に関する検討や進捗状況のモニタリング、コンプライアンスリスクへの対応
等を行うとともに、災害等のリスクに関する対応を行うため、同じくBCM分科会（分科会長：総務部担当役員）を設置し、BCP対応のモニタリングやB
CP・マニュアルの新設・改善、グループ各社におけるBCPに関する取り組みの共有と改善方針の策定等を行っております。なお、本委員会での審
議・報告事項については、取締役会に報告するとともに、取締役会付議事項に該当する事案については必要に応じて付議しております。



(8)サステナビリティ委員会

代表取締役社長執行役員野村均を委員長とし、取締役（社外取締役を除く）、役付執行役員、コーポレート部門部門長、ビル事業の技術部門長及
びその他審議及び協議事項の専門性を考慮して委員長が指名する者を構成員とし、グループのサステナビリティに関する方針の策定、体制の整
備、指標や目標の設定、進捗状況のモニタリングや評価に関する事項等について審議及び協議しております。常勤監査役は本委員会に出席し、
必要に応じて意見を述べており、2023年度の開催回数は５回です。なお、本委員会での審議及び協議事項のうち重要な事項は取締役会に付議
又は報告され、取締役会は、サステナビリティに関する重要な事項の決定、対応状況のモニタリング等を行い、監督しております。また、本委員会
の下部組織としてサステナビリティ推進協議会及び人権分科会を設置し、サステナビリティ推進協議会では、本委員会での決定事項の共有や検
討事項の事前協議、当社グループのサステナビリティ推進に関する進捗状況の報告・協議等を行っております。人権分科会では、人権に関する委
員会での決定事項の推進や取り組み状況の報告・協議等を行っております。

＜会計監査の状況＞

当社は、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査についての監査契約をEY新日本有限責任監査法人と締結しております。なお、同監
査法人及び当社監査に従事する同監査法人業務執行社員と当社との間には、特別な利害関係はありません。

・当期において業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人名

　公認会計士の氏名等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所属する監査法人名

　指定有限責任社員・業務執行社員　向出　勇治　　　　EY新日本有限責任監査法人

　指定有限責任社員・業務執行社員　小島　亘司　　　　EY新日本有限責任監査法人

　　　　　　　　

・監査業務に係る補助者の構成　　　公認会計士10名、その他の補助者20名

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、経営の健全性及び透明性を確保しつつ効率性を高めるため、監査役会設置会社方式を採用するとともに執行役員制度を導入しておりま
す。

監査役会においては、社外監査役の選任等による経営に関する監督機能の強化及び透明性の確保を図り、また執行役員制度については、経営
と業務執行の機能分担を明確にし、経営監督機能と業務執行機能の強化を図ることで、当社の経営及び取締役の監視・監督機能が十分発揮さ
れる体制を構築できていると判断しております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 株主総会の開催日の21日前に発送しております。

集中日を回避した株主総会の設定 ３月27日に開催しております。（2023年12月期実績）

電磁的方法による議決権の行使
第188期定時株主総会（2006年３月開催）よりインターネット等による議決権行使を実施し
ております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

第189期定時株主総会（2007年３月開催）より機関投資家向け議決権電子行使プラット
フォームに参加しております。

また、株主総会招集通知の発送に先立ち、当社HP及び東京証券取引所へのインターネッ
トによる開示を4週間前より実施しております。（2023年12月期実績）

（第206期定時株主総会招集ご通知)

https://tatemono.com/ir/stock/pdf/206_sokaisyosyutsuchi_01.pdf

https://tatemono.com/ir/stock/pdf/206_sokaisyosyutsuchi_02.pdf

招集通知（要約）の英文での提供 株主総会招集通知の英語版（概要）を作成し、当社HPに開示しております。

その他

当社HPに株主総会招集通知（和文・英文）を掲載しております。

（和文：第206期定時株主総会招集ご通知）

https://tatemono.com/ir/stock/pdf/206_sokaisyosyutsuchi_01.pdf

（英文：第206期定時株主総会招集ご通知）

https://tatemono.com/english/ir/stock/pdf/206thmeetingofshareholders_20240226.pdf

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表

当社は、株主や投資家をはじめとしたステークホルダーの皆様と長期的な信
頼関係を構築することと適切な評価を得ることを目的として、経営戦略や財務
状況等に関する情報について、公平性・透明性・継続性に配慮しながら正確か
つ迅速な情報開示に努めてまいります。

（当社HP：IR情報開示方針）

https://tatemono.com/ir/management/disclosure.html

個人投資家向けに定期的説明会を開催 不定期に年間数回開催しております。 あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

決算及び第２四半期決算発表後に決算説明会を開催し、ホームページ上にお
いて説明会の動画や音声を公開しております。加えて、四半期決算発表後に、
IR担当部署より電話会議形式による決算説明を実施しております。

あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催
北米・欧州・アジアを中心に、個別訪問・電話会議・IRカンファレンスへの参加
等によるIR活動を実施しております。

あり

IR資料のホームページ掲載

決算情報、適時開示資料、有価証券報告書、統合報告書、株主総会招集通知
等を掲載しております。

（当社HP：IR資料）

https://tatemono.com/ir/

IRに関する部署（担当者）の設置
IR担当部署はコーポレートコミュニケーション部、IR担当役員は代表取締役 専

務執行役員 和泉晃、IR関係問合せ責任者はコーポレートコミュニケーション部

長　春永宗俊としております。



３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

当社「コンプライアンス規程」において、コンプライアンスに基づく公正で誠実な経営を推進
することにより、当社グループを取り巻くステークホルダーの信頼を獲得し、企業価値の維
持・向上を図ることを掲げております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当社は、当社グループにおける事業を通じて「社会課題の解決」と「企業としての成長」をよ
り高い次元で両立するため、「サステナビリティ委員会」及び下部組織である「サステナビリ
ティ推進協議会」を設置し、グループ全体で横断的にサステナビリティ施策を推進しており
ます。

当社グループのサステナビリティに関する活動内容は、「サステナビリティレポート」にて開
示しております。

　（サステナビリティレポート2023)

https://tatemono.com/sustainability/pdf/2023susrepo_j.pdf

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

当社は、ステークホルダーへの積極的、適切かつ公平な情報提供をコーポレート・ガバナ
ンスの基本方針としており、これからも法令に定められた情報開示をはじめ当社の事業内
容を的確かつ迅速に把握して頂けるよう、より一層の情報提供に努めてまいります。

その他

＜ダイバーシティ＆インクルージョン＞

・方針・考え方

当社は人事方針に「成長を実感できる『働きがいのある職場』の実現」を掲げ、多様な人材
が、障壁を感じることなく、誰もが働きがいを感じながら職務に専念し、活躍できる環境づく
りを進めております。

・体制

人材開発の重要性、健康経営やダイバーシティ推進に関する社会的要請の高まりに対応
するべく、人事部内に「人材開発グループ」および「健康経営・ダイバーシティ推進グルー
プ」を設置しております。

・女性の活躍推進

当社は、女性が自己の価値観や能力、個性を最大限に発揮し意欲的に働けるよう、活躍
を推進する取組みを行うとともに、働きやすい職場環境づくりに向け、ライフイベントに対応
したキャリア継続のための各種制度を設けているほか、多様な人材の登用を積極的に進
めております。

・就業継続に向けた支援

従業員が配偶者の海外転勤に同行する場合には、充実した生活が送れるようワークライフ
バランスに配慮し、最長3年間の休業を認める制度を設けております。

また、妊娠・出産・育児・介護・配偶者の転勤など、ライフイベントや家庭の事情により、や
むを得ず当社を退職した従業員を対象として、在職中に身に付けた知識や経験を活かして
再び当社で活躍してもらえるよう、退職者再雇用制度を導入しております。

＜健康経営＞

・方針・考え方

当社グループは、従業員が能力を最大限発揮できるよう、「グループ健康経営宣言」に基
づき、一人ひとりの健康維持・増進に向けた取組みを行っております。

・体制

当社は、本報告書「Ⅴ．その他」内の「２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する
事項」に記載の通り、人事部、産業医、各事業場の代表者等を委員とする衛生委員会を設
置しております。衛生委員会は、職場における労働衛生水準の向上、従業員の健康維持・
増進を図ることを目的として、原則として月1回開催しております。さらに、当社グループ会
社間における交流を通じて、グループ全体の健康経営／労働安全衛生社会健康維持・増
進に取り組んでおります。

なお、目標設定や進捗状況等のモニタリング、達成内容の評価等については、サステナビ
リティ委員会を通じて取締役会に報告しております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は、企業理念に「信頼を未来へ」を掲げ、お客様の信頼に応えることを全役職員の行動の基本とするとともに、以下の通り、業務の適正を確
保するための体制（以下「内部統制システム」）を整備し、その徹底を図っております。

１．取締役・使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

(1) 当社は、コンプライアンスの徹底を経営の基本方針と位置付け、「コンプライアンス規程」を定めるとともに、同規程に基づき、コンプライアンス

体制を整備する。

(2)当社は、当社グループのリスク管理及びコンプライアンスを統括するために、社長を委員長とするリスクマネジメント委員会を設置し、同委員会
において、コンプライアンス体制の適切な運用及びその改善等を図る。

(3)リスクマネジメント委員会は、必要に応じ、コンプライアンス体制の運用状況等について、取締役会及び監査役会に報告する。

(4)当社は、不正行為その他コンプライアンス上の問題の存在を認識した役職員が通報するための体制を整備するために「内部通報規程」を定め
るとともに、役職員からの通報窓口を社内及び社外に設け、役職員にこれらを周知する。

(5)当社は、「内部通報規程」に基づき通報された事項について、速やかに必要な調査等を行うとともに、必要に応じ、是正措置及び再発防止策を
講じる。

(6)当社は、通報窓口に不正行為その他コンプライアンス上の問題を通報した者が、通報したことを理由として不利な取扱いを受けることがないよう
体制を整備する。

(7)当社は、「反社会的勢力排除規程」を定め、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは一切の関係を持たず、毅然とした態度で
対応する。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

当社は、取締役の職務の執行に係る文書（電磁的記録を含む。）、その他の情報について、「文書管理規程」及び「情報管理規程」に基づき、文書
等管理統括部門及び情報管理統括責任者を定め、各規程の定めに従い適切に保存及び管理を行う。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(1)当社は、当社グループのリスクを管理し、その企業価値を最大化するために「リスク管理規程」を定め、同規程に基づき、各部門において所管
する業務に係るリスクを継続的に監視及びこれに対応するとともに、リスクマネジメント委員会において当社グループのリスクを総括的に管理す
る。

(2)リスクマネジメント委員会は、当社グループのリスクの評価及び分析を行い、リスク発生前の予防、リスクが顕在化した場合の対応策、その再発
防止等を審議し、必要に応じて、取締役会に付議又は報告する。

(3)内部監査室は、リスク管理体制及びリスク管理業務の適切性と有効性を評価し、その調査結果を定期的に社長及び監査役等に報告する。

(4)当社は、大震災等の緊急事態発生時の対応に係る基本計画を定め、同基本計画に基づき、緊急事態発生時における事業継続のための体制
を整備し、危機管理訓練等により準備状況の把握及び点検を行う。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1)当社は、執行役員制度を導入し、経営機能と業務執行機能の強化、取締役会の活性化及び意思決定の迅速化を図る。

(2)取締役会は、経営資源の適正な配分等を考慮の上、当社グループの経営計画、年度毎の事業計画並びに予算及び資金に関する計画等を決
定し、業務の効率化及び実効性の向上を図るとともに、定期的に各部門の目標達成状況の報告を受け、必要に応じて目標を修正し、業務遂行体
制の効率化に向けた改善策を決定する。

(3)当社は、各部門の業務の組織的かつ効率的な執行及び運用を図るために、「組織規程」、「職務権限規程」及び「稟議規程」を定め、各部門の
業務及び権限並びに各業務の意思決定権者を明確にする。

５．当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

(1)当社は、当社グループの企業価値の最大化を目指したグループ経営に取り組むために、当社グループの内部統制システムを整備する。

(2)当社は、当社グループの内部統制システムの改善及び高度化を図るために、社長を委員長とする内部統制委員会を設置し、同委員会におい
て、当社グループの内部統制システムの整備及び運用状況のモニタリングを実施する。

(3)当社は、「コンプライアンス規程」に基づき、「グループコンプライアンス憲章」、「コンプライアンス行動指針」及び「グループコンプライアンスマ
ニュアル」を定めるとともに、研修等を通じて、当社グループ及びその役職員にこれらの周知を図り、コンプライアンスに徹して誠実に業務を遂行す
る体制を構築する。

(4)リスクマネジメント委員会は、当社グループにおけるリスク及びコンプライアンスに関する事項を審議し、当社グループのリスク管理及びコンプラ
イアンスを統括する。

(5)当社は、当社グループ全体の企業価値の最大化を目指したグループ経営に取り組むために、社長を委員長とするグループ経営会議を設置し、
同会議において、「グループ経営会議規程」に基づき、当社グループに関する重要事項を審議するとともに、その業務遂行状況及びその他の経営
に関する重要事項を共有する。

(6)当社は、「社会課題の解決」と「企業としての成長」をより高い次元で両立するために、 社長を委員長とするサステナビリティ委員会を設置し、同

委員会において、「サステナビリティ推進規程」に基づき、当社グループの持続的な成長及び持続可能な社会の実現に向けた取組みを推進する。

(7)当社は、「グループ経営管理規程」に基づき、当社グループ各社による事業計画等の重要事項の決定を当社の事前承認事項とするとともに、コ
ンプライアンスに関する事項などを当社への報告事項として、当社グループ各社に対し、グループの経営効率の向上とグループシナジーの発揮を
実現するために必要な経営管理を行う。

(8)当社は、当社の取締役又は監査役等を当社グループ各社に派遣する等の方法により、当社グループ各社の役職員からその職務執行の状況
について定期的に報告を求めるなど、業務の適正性を確認する体制を構築する。また、当社取締役は、年度毎に当社グループ各社の事業計画及
び利益計画をモニタリングし、取締役会に報告する。

(9)当社は、不正行為その他コンプライアンス上の問題の存在を認識した当社グループの役職員が通報するための当社グループ共通の通報窓口
を社外に設け、当社グループの役職員に周知する。当社は、通報された事項について、「内部通報規程」に基づき、必要な調査等を行うとともに、
当社グループとして必要な再発防止策等を講じる。

(10)当社は、金融商品取引法に基づき、当社グループにおける財務報告の適正性を確保するため「財務報告の基本方針」を定め、財務報告の適
正性を確保する体制を構築する。

(11)内部監査室は、「内部監査規程」に基づき、当社及び当社グループ各社の内部監査を実施し、その結果を社長及び監査役等に報告する。

６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制と当該使用人の取締役からの独立性及び当
該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項



(1)当社は、監査役会の要請により、監査役スタッフとして、監査職務を円滑に遂行するために必要な人員を配置する。

(2)監査役スタッフは、監査役の職務を補助する際は、監査役の指揮命令に従うものとし、取締役、内部監査室長等の指揮命令を受けないこととす
る。

(3)監査役スタッフは、他部署を兼務する場合においても監査役スタッフとしての業務を優先するものとし、また、当社は、監査役スタッフの人事異
動、懲戒等に際しては常勤監査役の事前同意を得るものとする。

７．監査役への報告等に関する体制

(1)当社は、取締役会、グループ経営会議及び内部統制委員会については、監査役の出席を確保する。

(2)取締役は、当社グループに著しい損害を及ぼすおそれのある事実又は法令若しくは定款に違反する重大な事実が発生した場合、その内容に
ついて、速やかに監査役に報告する。

(3)リスクマネジメント委員会は、コンプライアンス上重要な事項について、速やかに監査役に報告する。

(4)内部監査室は、内部監査状況について、定期的に、監査役に報告する。

(5)法務コンプライアンス部は、不正行為等の通報状況及びその内容について、定期的に、監査役に報告する。

(6)当社は、監査役に不正行為その他コンプライアンス上の問題を報告した者が、報告したことを理由として不利な取扱いを受けることがないよう体
制を整備する。

８．監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針

当社は、監査役がその職務の執行について生じる費用の前払い又は償還等の請求をしたときは、当該監査役の職務の執行に必要でないと認め
られた場合を除き、速やかにその費用又は債務を負担する。

９．その他監査が実効的に行われることを確保するための体制

(1)当社は、監査役が、会計監査人、取締役、各部署から定期的に報告を受け、また各々と随時意見交換を行うことができる体制を整備する。

(2)内部監査室は、内部監査計画の策定、内部監査結果等について、監査役と密接な情報交換及び連携を図る。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社は、「反社会的勢力排除規程」を定め、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは一切の関係を持たず、毅然とした態度で対
応いたします。また、反社会的勢力による不当要求事案等の発生時は、総務部を対応総括部署とし、警察等関連機関とも連携し対応することとし
ております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

―――






